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社のいよぎんキャピタル株式会社となっている。
②	公的支援
　株式会社KITAに対する公的支援は、大洲市から
の補助金によって行われており、その原資の２分の１
は、地方創生推進交付金や社会資本整備総合交付
金などの国の交付金によるものである。
③	ファンド・地域金融機関
　伊予銀行と一般財団法人民間都市開発推進機構
によって「大洲まちづくりファンド」が設立され、株式
会社KITAへの資金支援が行われた。同ファンドの
資金量200百万円である。
　このように、国、自治体、公的機関、地方金融機
関、民間事業者が一体となって、様々な手法を組み
合わせた資金調達が行われている。
❖ 取組の効果
　町家活用プロジェクトがスタートして３年目にあた
る令和３年現在、事業は順調に進みコロナ禍でも高
い収益性を維持している。多くのメディアで取り上げ
られたことで地域の知名度が向上した。さらに、ホ
テルで地元食材を提供するなど、地域経済への波及
効果も表れている。
　株式会社KITAが獲得する収益は、債務の返済に
充てられると共に、キタ・マネジメントグループの収
益の柱となっている。
❖ 成功のポイント
　大洲市では、町並みの再生・景観保全という目的
に観光ビジネスを結び付けることによって、【景観の
整備】→【観光客の増加】→【収益の獲得】→【地域
への再投資】という好循環の仕組みを作り上げ、有
効に機能させることに成功している。
　この成功のポイントは以下の２点であるとキタ
DMOは述べている。
　①	行政、地域住民、金融機関、プレイヤーの全
てが、大洲市の町並み再生に対する強い想いを持
ち、ベクトルが同じだったこと。
　②	初期の町並み再生事業によるまとまった資金を
投資し、事業環境を作り上げたこと。地方で民間資
金を入れるためには、先に公的資金を入れ、市場環
境を整備することが重要と考えられる。

取組② ふるさと納税受託事業

　観光まちづくり事業のほか、ふるさと納税の受託
事業もキタDMOの財源の柱の一つとなっている。
❖ 事業規模の拡大
　ふるさと納税事業の魅力の一つは、近年の市場
規模の拡大である。キタDMOが受託する以前の
2017年度の大洲市の受入額は約３千万円だったが、

2020年度には約２億４千万円まで急拡大し、返礼品
の数も約100品目から300品目近くに増加している。
これに伴って、キタDMOの事業受託収益も大きく
伸びた。
❖ 受託事業の内容
　キタDMOの受託するふるさと納税事業の範囲
は、業務管理、事業者育成、顧客管理、広告宣伝等、
ふるさと納税に係る業務全般と、多岐にわたってい
る。
　以前は大手事業者が中間事業者として入っていた
が、地域の関係者からは地域に密着したきめ細かな
対応が望まれ、キタDMOが実施する体制に変更さ
れた。
　キタDMOは、現在、ふるさと納税事業の受託事
業者として、受託業務に必要な情報管理システム整
備を行うなどの業務環境の整備を進めるほか、返礼
品の選定にも注力をしている。例えば、返礼品の野
菜は定期便で旬の野菜が届くようにするなど提案を
行い、品目数を増やしている。
❖ ふるさと納税受託事業のメリット
　ふるさと納税の受託事業をDMOが受託するメ
リットについて、キタDMOは以下を挙げている。
①	地域事業者との関係性
　大手事業者が事業を受託する場合と比べて、返礼
品に係るトラブルへの対応が迅速に対応できるなど
有利な点が多く、寄附者へのサービスの向上が図ら
れるため、返礼品の開発によって地域事業者との関
係が強化される。
②	特産品の開発
　返礼品の開発は地域特産品の開発につながるとと
もに、食事券や宿泊券を返礼品に加えることで、地
域に来てもらうための工夫を行うなど、観光振興と
連動した取組が可能である。
③	地域内の経済循環
　DMOなどの地域事業者が中間事業者に入ること
によって、地域内の経済循環率を高めることができ
る。
④	財源の安定化
　コロナ感染症の拡大期には旅行需要が大幅に落ち
込んだが、「巣ごもり需要」等の要因も重なり、ふる
さと納税は順調に推移した。一方、旅行需要回復後
にホテルや観光施設の収入が安定してくると、ふる
さと納税の需要は落ち着くと考えられる。このよう
に、ふるさと納税の受託は、他の事業と相互補完関
係にあるものであり、財源全体の安定性を高めるこ
とにも寄与している。
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財源確保の
ポイント

克服した
課題

推進体制の整備・財源の多様化

地域DMO
（一社）気仙沼地域戦略 所在地：宮城県気仙沼市

URL：http://k-ships.com/

公的財源を効果的に配分する体制
ポイントカード事業による自主財源開発

目標にコミットした予算配分とモニタリング体制
事業経費の一部が地域から還元される仕組み

取組の背景

　2011年、気仙沼市は東日本大震災によって水産
業をはじめ地域産業が甚大な被害を受け、産業の再
生と雇用の創出が大きな課題となった。
　そこで、気仙沼市は、古くから漁業を生業の中心
とした「海と生きる」まちであることを踏まえ、水産
業の復興とともに、水産業のまちとしての歴史、文
化、産業などを観光資源として磨き上げ、観光業を
第２の基幹産業として育てていく方針を打ち出した。
　現在、気仙沼市では、気仙沼観光推進機構（以下、
気仙沼機構）と一般社団法人気仙沼地域戦略（以下、
気仙沼地域戦略）の二つの団体が中心となって観光
地域づくりが進められている。
　気仙沼機構は、行政、観光、産業、経済団体が
一体となり、2017年に設立された。気仙沼市におけ
る観光分野の意思決定機関であるとともに、DMO

のマネジメント機能を担う組織として位置付けられて
いる。気仙沼機構では、毎年の予算案をはじめ重要
事項を決定するほか、誘客、インフラ整備などテー
マ別に分科会が設けられ、地域関係者が参加して事
業を進めている。
　一方、気仙沼地域戦略は、DMO法人として地域
のマーケティング、プロモーション、商品開発を担
当する組織として同年に新設された。
　こうした連携体制は、スイスのツェルマットをモデ
ルとして採用したものである。ツェルマットでは、ツェ
ルマット観光局（DMO）と地域共同体（ブルガーゲマ
インデ・ツェルマット）が連携して地域の観光振興の
舵取り役を担っている。そのうち、ツェルマット観光
局（DMO）は、マーケティングを専門的に担う組織
としてホテル経営などの収益部門をもたず、年間約
10億円の予算の全てが宿泊税などの公的財源に支
えられている。
　これにならい、DMO法人である気仙沼地域戦略
も公的財源をベースとして、公益事業を行い、運営
する組織として位置付けられている。

取組① 予算配分の仕組みづくり

　多くの地域関係者が参画するにあたっては、公的
財源を効果的に配分するための仕組みづくりが重要
であり、気仙沼市では、目標の明確化とモニタリン
グを徹底することによって、これを実現した。
❖ 予算案作成のプロセス
　気仙沼市では以前から観光庁の定める必須KPIが
設定されていたが、それぞれのKPIに対する関係者
のコミットメントは不明確であり、また達成状況のモ
ニタリングも十分できていないという課題があった。
　そこで、関係者で議論を重ねた結果、宿泊人数を

図表5-8　気仙沼版DMOの仕組み

出所：気仙沼地域戦略
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重点的なKPIとして共通目標に定めるとともに、予
算配分をこれに連動させる方針が決定された。
　具体的には、共通目標である宿泊人数のKPIを
達成するため、さらに分科会別にも個別のKPIを設
定し、その施策の実行に必要な事業費を積算した上
で、気仙沼機構が取りまとめ、幹事会の承認によっ
て事業計画と観光予算案を作成するプロセスが採用
された。
　このプロセスによって、共通目標と各施策の関係
が明確化され、また各施策の達成度をKPIによって
客観的に評価することが可能となるとともに、各団
体のコミットメントも明確化された。
　気仙沼機構が決定した予算案は、気仙沼市が「観
光推進補助金」として予算要求を行うが、合意のプ
ロセスと積算根拠が明確なため、要求に沿った予算
措置が行われている。
❖ モニタリングの体制
　このように作成された事業計画と予算の執行状況
について、気仙沼機構では２週間に１回の頻度でモ
ニタリングを行っている。
　具体的には、気仙沼機構を構成する団体の事務方
数名が会合を開き、計画の進捗状況をはじめ、新た
な案件への対応、情報共有、役割分担の確認など
を行っている。このように、高い頻度でモニタリン
グを行うことによって、課題に対してタイムリーな施
策を打つことができ、各団体の認識の共有が進み、
意思疎通が円滑となっている。

取組② 
ポイントカード事業による自主財源の確保

　気仙沼地域戦略はホテル経営などの収益部門を持
たないマーケティングの専任組織であり、基本的な
活動費用は公的財源によって支えられている。一方、
気仙沼市の現状では、宿泊税の導入等は難しく、特
定財源の確保は困難であるため、一般財源に頼るだ
けでなく、DMOとして持続的に活動するための財源
を確保する必要があった。
❖ クルーカード事業
　自主財源確保の手段として、気仙沼地域戦略では
ポイントカード事業「クルーカード」を活用している。
　クルーカードとは、気仙沼の飲食店、物産店、宿
泊施設などの「クルーシップ加盟店」でポイントを貯
めたり、使ったりできるポイントカードである。カー
ド所有者の属性をはじめ、日々の消費行動データの
収集を目的に導入したツールである。
　収集されたデータは、クルーシップ加盟店に提供
されるとともに、気仙沼地域戦略のマーケティング

活動の基礎データとして活用される。これによって、
コロナ感染症の拡大時期には、「フレー !フレー !地
元キャンペーン」や、テイクアウト・デリバリーの情
報の発信などの地域飲食店の支援対策をいち早く打
ち出すことができた。

❖ マーケティング活動の成果を還元する仕組み
　こうしたマーケティング活動はDMOとしての本来
的な事業である一方、収益事業に直接結びつかない
側面もある。気仙沼地域戦略では、事業経費を継
続的に確保するために、クルーカードの仕組みによっ
て加盟店の収益から経費の一部を直接負担してもら
う仕組みを採用している。
　具体的には、有効期限（最長２年間）が経過し、失
効したポイントのポイント原資が気仙沼地域戦略に
対して寄附される仕組みや、クルーカードによる売
上代金の１％を加盟店に手数料として負担してもらう
仕組みを採っている。
　上記のような仕組みを取ることで、クルーカード
の利用者とクルーシップ加盟店の売上が伸びること
に連動して、財源も増えていくという好循環が期待
されている。
　2021年、クルーカード事業は開始から５年目を迎
え、スマートフォン・アプリも開発された。会員数は
約４万人、クルーカード加盟店は130店舗を超える
など地域にすっかり定着し、いまなお拡大中である。
気仙沼地域戦略では、観光の力によって地域外の会
員をさらに増やし、地域の「稼ぐ力」を強化していく
考えである。

図表5-9　地域支援キャンペーンポスター

出所：気仙沼地域戦略


